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２ 事業報告書等の提出 

ＮＰＯ法人は、次の書類を作成し、毎事業年度終了後３ヶ月以内に、羽曳野市長あてに、提出しな

ければなりません。（事業報告書等は、まったく事業を実施しなかった場合でも、事業をしなかった

旨を記載して提出する必要があります。） 

これらの書類は、３年間、羽曳野市において閲覧に供されます。また、インターネット上でも公開
されます（８ページを参照）。 

提出期限が過ぎてもなお事業報告書の提出がない場合は、過料に処せられる場合があります。 

また、３年以上にわたり、事業報告書等が提出されなければ、設立の認証の取消し対象となります。 

 

〔事業報告書等の提出書類〕 

事業報告書等の提出書類は下の表に示すとおりです。様式など定められたものはありませんが、そ

れぞれのページの説明を参考として、すべて日本工業規格Ａ列４番の大きさで作成してください。 

 

順番 書類の名称 ペ－ジ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 事業報告書等の提出について ５０ １ 部  

2 事業報告書 ５１ ２ 部  

3 財産目録 ５２ ２ 部  

4 貸借対照表 ５３ ２ 部  

5 収支計算書 ５４ ２ 部  

6 
前年度において役員であった者全員の氏名及び住所又は

居所及び報酬の受取の有無を記載した名簿 ５６ ２ 部  

7 
社員のうち１０人以上の者の氏名(法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名)及び住所又は居所を記載した書面 ５６ 
２ 部  

8 定款（※１） ５７ ２ 部  

9 
認証書の写し（※２） 

（定款変更の認証書の１ページ目のコピー） ５７ ２ 部  

10 登記に関する書類の写し（※２） ５７ ２ 部  

 

※1 変更のある場合や未提出の場合に提出してください。 

※2 ９、１０については、定款の変更に伴い、変更のあった場合に限り提出して下さい。

なお、認証に関する書類の写しは、定款変更の認証書の１ページ目（表紙）のみをコピ

ーして提出してください。 

※ 郵送での提出も受け付けています。 
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(1) 事業報告書等の提出について 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

 

                                      年  月  日 

   羽 曳 野 市 長  様                           

      

                                  〒  - 

                   主たる事務所の所在地 

                   特定非営利活動法人の名称 

                   ふ   り   が   な 

                  代 表 者 の 氏 名              印                 

主たる事務所の電話番号     （    ）       

 

事業報告書等の提出について 

 

     特定非営利活動促進法第２９条第１項の規定に基づき、下記の書類を、２部 提出します。 

 

記 

１ 事業報告書 

２ 財産目録 

３ 貸借対照表 

４ 収支計算書 

５ 前年度において役員であった者の氏名及び住所･居所及び報酬の受取の有無を記載した名簿 

６ 社員のうち１０人以上の者の氏名(法人にあっては、その名称及び代表者の氏名)及び住所･

居所を記載した書面 

７ 定款 

８ 認証書に関する書類の写し 

９ 登記に関する書類の写し 

      

   (備  考) 

① 郵便番号及び事務所の電話番号は､必ず記入してください｡ 

② 主たる事務所の所在地については､登記された主たる事務所の所在地と一致させてください｡ 

③ 代表者の氏名については､ふりがなを付してください｡ 

④ 7､8､9については､当該年度中に定款の変更があった場合に提出してください。 

なお、8については､定款変更の認証書の１ページ目（表紙）のみをコピーして提出してくだ

さい。 
⑤ 法人の代表者印を押印してください。 

法務局（登記所）に届け出

た法人の代表者印を押印し

てください。 

登記された主たる事務所の所

在地と一致させてください。 

必ず連絡がとれる電話番号を

記載してください。 
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(2) 事業報告書 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

○年度事業報告書 
特定非営利活動法人 ○○○○  

 
Ⅰ 事業期間 
 
 ○年○月○日～○年○月○日 

 

Ⅱ 事業の成果 
 
 地域の高齢者が要介護状態等となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅においてその有する能
力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう訪問介護事業を行った。 
 身体介護等だけでなく、気持ちのつながりを重視し、高齢者が地域で心豊かに生活することに貢献することがで
きた。また、地域住民の希望者を対象に、ホームヘルパー養成事業を行い、地域住民が身体介護等に必要な技術を
修得することに貢献することができた。これらの事業は、次年度以降も、より充実させ継続していきたい。 
 
Ⅲ 事業の実施状況 
 １ 特定非営利活動に係る事業 
 （１）（事業名）  訪問介護事業  
    （内 容）  要介護者宅にホームヘルパーを派遣し、入浴、排せつ、食事等の介護や調理、洗濯、掃除

等の家事を行うとともに、生活等に関する相談及び助言その他の居宅要介護者等に必要な日
常生活上の世話を行った。その際、高齢者の孤独や不安を取り除くため、気持ちのつながり
を重視し、話し相手にもなるよう積極的に努めた。 

    （実施場所）  ○○市内在住の要介護者等宅 ○ヵ所 
    （実施日時）  毎日（第２、４土曜日を除く）○時から○時 
    （事業の対象者）○○市内在住の要介護者 
    （収 入）   ○円 （利用料） 
    （支 出）   ○円 （給料手当ほか） 
 （２）（事業名）  ホームヘルパー養成事業 
     ………… 
 
 ２ その他の事業 

（事業名） 
（内 容） 
………… 

 
Ⅳ 社員総会の開催状況 
 
 第○回通常（臨時）総会 
（日 時）  ○年○月○日 ○時から○時 
（場 所）  ○○市○町○丁目○番○号  

○○市民文化会館会議室 
（社員総数） ○名 
（出席者数） ○名（うち委任状出席者○名、書面表決者○名） 
（内 容）  第１号議案 補正予算の件 
        審議の結果、全員一致で可決承認 

第２号議案 役員選任の件 
 審議の結果、全員一致で可決承認 
…………… 

 
Ⅴ 理事会その他の役員会の開催状況 
 
 第○回理事会 ○年○月○日 
（内容）  第１号議案 予備費使用の件 
       審議の結果、○○で可決承認 
       予備費のうち、○円を管理費の通信費に充当 
      第２号議案 ○○の件 
       …………… 
 第○回理事会 ○年○月○日 
（内容）  ……………… 
 
 

一年の活動を通じた成果について、できるだけ具

体的に記載してください。 

事業名・内容・実施場所・実施日時（期間）・事業の対象者・

収入・支出、と具体的に記載してください。 

定款に「その他の事業」がある場合、事業を実施していなくても、

実施状況の記載が必要です。 

当該事業期間内に開催された社員総会等（通常総会、臨時

総会、理事会等）の開催状況を記載することが必要です。 

名称・日時・場所・社員総数・出席者数・議案の内容・審

議結果等をわかりやすく具体的に記載することが望ましい

といえます。また、記載に代えて議事録のコピーを添付す

ることも可能ですが、その内容は市民の閲覧に供されるほ

か、原則としてインターネット上でも公開されます。 
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(3) 財産目録 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

 

 

 

○年度 特定非営利活動に係る事業会計財産目録 
 

特定非営利活動法人○○○○○○   
 
 

年  月  日現在 

科     目 金    額 

Ⅰ 資産の部    

 １ 流動資産    

    現金預金    

     現金 ○○○   

     普通預金   銀行 支店 ○○○   

   未収金   会費  名分 ○○○   

     流動資産合計  ○○○  

 ２ 固定資産     

    車両     台 ○○○    

    備品     台 ○○○    

    ＊＊＊＊＊ ○○○   

     固定資産合計  ○○○  

      資産合計（Ａ）    ○○○ 

       

Ⅱ 負債の部      

 １ 流動負債     

    短期借入金    銀行 支店 ○○○     

    ＊＊＊＊＊ ○○○     

     流動負債合計  ○○○  

 ２ 固定負債    

     ＊＊＊＊＊ ○○○    

     固定負債合計  ○○○   

      負債合計（Ｂ）    ○○○ 

       正味財産（Ａ）－（Ｂ）    ○○○ 

 

 

 

＊ 財産目録は、常に、事務所に備え置くことが必要です。 

事業年度終了日を記載してください。 科目については４２ページ以後を参照してください。 

貸借対照表の「正味財産」と合致することが必要です。 

原則として、定款にその他の事業がある場合は、特定非営利活動に係る事業とは別に「その他の事業会

計財産目録」として提出してください（別のペーパーで作成されていることが望ましい）。ただし、会

計ごとに作成せず、法人単位で作成することも可能です。（なお、貸借対照表及び収支計算書について

は、会計ごとに作成することが必要ですのでご注意ください。） 
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(4) 貸借対照表 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

 

 

 

○年度 特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表 

特定非営利活動法人○○○○○○   

 

年  月  日現在 

科     目 金    額 

Ⅰ 資産の部    

 １ 流動資産    

    現金預金    

   未収金 ○○○   

     流動資産合計  ○○○  

 ２ 固定資産     

    車両 ○○○    

    備品 ○○○    

    什器備品 ○○○    

    ＊＊＊＊＊ ○○○   

     固定資産合計  ○○○  

      資産合計（Ａ）    ○○○ 

       

Ⅱ 負債の部      

 １ 流動負債     

    短期借入金 ○○○     

    ＊＊＊＊＊ ○○○     

     流動負債合計  ○○○  

 ２ 固定負債    

    ＊＊＊＊＊＊ ○○○    

     固定負債合計  ○○○   

      負債合計（Ｂ）    ○○○ 

Ⅲ 正味財産の部    

  前期繰越正味財産  ○○○  

  当期正味財産増加額（減少額）  ○○○  

  正味財産合計（Ｃ）   ○○○ 

負債及び正味財産合計（Ｂ）＋（Ｃ）    ○○○ 

事業年度終了日を記載してください。 科目については４２ページ以後を参照してください。 

財産目録の「正味財産」と合致することが必要です。 

（Ａ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） 

となっていることが必要です。 

定款にその他の事業がある場合は、事業を実施していなくても、特定非営利活動に係る事業とは別

に「その他の事業会計貸借対照表」として提出してください（別のペーパーで作成されていること

が望ましい）。 
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(5) 収支計算書 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

 

 

○年度 特定非営利活動に係る事業会計収支計算書 

                      特定非営利活動法人○○○○○○   

年 月 日 から 年 月 日まで 

科     目 予算額 決算額 差異 備考 

Ⅰ 収入の部     

 １ 入会金・会費収入     

    正会員会費 ○○○ ○○○ ○○○  

賛助会員会費 ○○○ ○○○ ○○○  

２ 事業収入     

  ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

   ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

３ 寄附金収入     

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 ４ 雑収入     

    受取利息 ○○○ ○○○ ○○○  

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 ５ その他の事業繰入金収入     

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 当期収入合計（Ａ） ○○○ ○○○ ○○○  

 前期繰越収支差額 ○○○ ○○○ ○○○  

 収入合計（Ｂ） ○○○ ○○○ ○○○  

Ⅱ 支出の部     

 １ 事業費     

  ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

   ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 ２ 管理費     

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 ３ 予備費     

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○ （注） 

 当期支出合計（Ｃ） ○○○ ○○○ ○○○  

 当期収支差額（Ａ）－（Ｃ） ○○○ ○○○ ○○○  

 次期繰越収支差額（Ｂ）－（Ｃ） ○○○ ○○○ ○○○  

 （注）予備費＊＊＊＊＊は、△△△の支出に使用した額である。 

定款にその他の事業がある場合は、事業を実施していなくても、特定非営利活動に係る事業会計とは別に

提出してください。（別のペーパーで作成されていることが望ましい）５５ページを参照。 

「予算額」及び「差異」については必

ず記載を要するものではありません 

事業期間を記載してください。 
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【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

 

 

○年度 その他の事業会計収支計算書 

                      特定非営利活動法人○○○○○○   

 

 

年 月 日 から 年 月 日まで 

科     目 予算額 決算額 差異 備考 

Ⅰ 収入の部     

 １ 事業収入     

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 ○○○ ○○○ ○○○  

     

当期収入合計（Ａ） ○○○ ○○○ ○○○  

前期繰越収支差額 ○○○ ○○○ ○○○  

 収入合計（Ｂ） ○○○ ○○○ ○○○  

     

Ⅱ 支出の部     

 １ 事業費     

    ＊＊＊＊＊ ○○○ ○○○ ○○○  

 ２ 予備費 ○○○ ○○○ ○○○  

 ３ 特定非営利活動事業繰入金支出 ○○○ ○○○ ○○○  

     

 当期支出合計（Ｃ） ○○○ ○○○ ○○○  

 当期収支差額（Ａ）－（Ｃ） ○○○ ○○○ ○○○  

 次期繰越収支差額（Ｂ）－（Ｃ） ○○○ ○○○ ○○○  

 

 

定款にその他の事業がある場合は、事業を実施していなくても、特定非営利活動に係る事業とは別に提

出してください（別のペーパーで作成されていることが望ましい）。５４ページを参照。 

「予算額」及び「差異」については必

ず記載を要するものではありません 

事業期間を記載してください。 
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(6) 役員名簿 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

前年度において役員であった者全員の氏名及び住所又は居所 
及び報酬の受取の有無を記載した名簿 

                      特定非営利活動法人○○○○○○  

 

年 月 日 から 年 月 日まで 
 

役  職  
ふ り が な 

氏  名 住所又は居所 就任期間  報酬受取期間  

理事        年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

    年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

理事  

      年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

    年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

理事  

      年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

    年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

監事  

      年   月   日  

       ～  

    年   月   日  

    年   月   日  

       ～  

    年   月   日  
 

 

(7) 社員名簿 

【 様式例 】 ※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。 

社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所・居所を記載した書面 

                     特定非営利活動法人○○○○○○ 
 

氏  名  住所又は居所  

１ 
 

 

２   

３   

４   

５    

６   

７   

８   

９ 
 

 

１０   
 

 

報酬を受けることができるのは、役員 

（理事・監事）総数の３分の１以下です。 

理事・監事の区分を記載してください。

年度途中で辞任した役員がある場合も記

載が必要です。 

当該年度中（事業報告提出の対象期間）の就任

期間及び報酬受取期間を記載してください。 

役員はＮＰＯ法の規定（理事３人以上、

監事1人以上）、かつ、定款の規定内で

あることが必要です。 

１０人の記載で差し支えありません。 

法人及び人格なき社団にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載してください。 

人格なき社団が社員となる場合は、その代表者が社員となるため、住所又は居所は、

代表者の自宅住所を記載してください。 

法人が社員となる場合は、法人の主たる事務所の所在地を記載してください。 

事業期間を記載してください。 
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(8) 定款 

・ 事業報告の対象となる事業年度の期間中に、変更があった場合に提出してください。（それま

での間に未提出の場合も提出してください。） 

 

(9) 認証に関する書類の写し 

・ 事業報告の対象となる事業年度の期間中に、変更のあった場合に提出してください。（それま

での間に未提出の場合も提出してください。） 

・ 「定款変更認証を受けたとき」及び「合併認証を受けたとき」が該当します。 

・ 認証書の１ページ目（表紙）のみをコピーして提出してください。 

 

(10) 登記に関する書類の写し 

・ 事業報告の対象となる事業年度の期間中に、定款変更に伴い登記事項を変更した場合に提出し

てください。（それまでの間に未提出の場合も提出してください。） 

・ 次の場合に該当します。 

目的、業務（活動の種類・事業の種類）、名称の変更（定款変更認証が必要です） 

事務所の変更【所轄庁の変更がある場合】（定款変更認証が必要です） 

事務所の変更【所轄庁の変更がない場合】（定款変更届の提出が必要です） 

存立時期又は解散の事由を定めたときはその時期又は事由の変更（定款変更認証が必要です） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
次の表で、「要」となっている場合に該当すれば、それぞれ変更後の定款や認証書の写し、あるいは変更
後の登記に関する書類の写しを提出する必要があります。 
 

変更事項 変更後の定款 市長の認証書の写し 登記に関する書類の写し 

法人の名称、 

目的・活動の種類 

・事業の種類 

要 要 要 

事務所の所在地 

要 
ｏｒ 

不要 
定款に羽曳野市までしか記載され
ておらず、かつ、羽曳野市内に移
転する場合 

不要 要 

理事の氏名・住所、 

資産総額 
不要※ 不要※ 不要 

上記以外の 

定款に記載された 

事項 

要 要 不要 

他のＮＰＯ法人との 

合併 
要 要 要 

 

※ 定款には、本則（いわゆる定款本文）と附則があり、附則には本則を補足するため、設立当初の措置が

定められています。設立当初の暫定的な措置を定めたものであることから、その後、総会での決議等定款

本則に定める適正な手続に基づいて、役員の変更（再任含む）や会員の会費の額等に変更があったとして

も、附則そのものを変更する必要はありません。但し、本則に役員の氏名や会費の額が直接規定されてい

る場合に、その内容を変更する場合は、定款の変更及び市長の認証が必要となります。 


